
健全化判断比率と資金不足比率 

 

地方公共団体は、財政の健全化や再生の必要性を判断するために４つの財政指標「健全化判断比率」

と公営企業の経営状況を示す指標「資金不足比率」を議会に報告し、公表することが義務付けられてい

ます。健全化判断比率が１つでも早期健全化基準を超えた場合は財政健全化計画を策定し自主的な改善

努力による財政健全化に取り組まなければなりません。また、資金不足比率が経営健全化基準を超えた

場合は経営健全化計画を策定し、経営の健全化を図ることになります。 

基山町の平成２９年度決算においては、全ての指標において国の基準である早期健全化基準・財政再

生基準・経営健全化基準の基準内となり、財政状況は健全に運営されていると判断されますが、自主財

源の確保や事務事業の見直しにより、一層の財政健全化に努めてまいります。 

 

平成２９年度決算に基づく健全化判断比率 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

基山町 － － 10.6％ 31.3％ 

早期健全化基準 15.00％ 20.00％ 25.0％ 350.0％ 

財政再生基準 20.00％ 30.00％ 35.0％ － 

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は、該当がないことから「－」表示となります。 

 

平成２９年度決算に基づく資金不足比率 

 資金不足比率 

下水道事業会計 － 

経営健全化基準 20.0％ 

※資金不足比率は、該当がないことから「－」表示となります。 

 

用語解説 

 

◎実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。 

◎連結実質赤字比率 

全会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標準財政規模に対する比率です。 

◎実質公債費比率 

標準財政規模に対する公債費や公債費に準ずる経費等（一部事務組合の公債費に対する負担金や公営

企業の公債費に対する繰出金等）の占める割合の過去３年間の平均です。 

◎将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率です。 

◎資金不足比率 

公営企業会計ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率です。 

 


